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　CSR 報告書に関する KPMG の国際調査の結果が、3 年ぶりに、2008 年 12 月に公表された。この調
査は、フォーチュン・グローバル 500 の上位 250 社および世界 22 カ国における売上高上位各 100 社
の合計 2,200 社を超える企業をサンプルとした大規模な調査である。この調査の結果によると、フォー
チュン・グローバル上位 250 社中、実に約 8 割が CSR 報告書を作成しており、また、各国上位 100
社の中で CSR 報告書を作成している割合が最も高いのは日本（90％）であった。










（Corporate Social Performance: CSP）と財務実績（Corporate Financial Performance: CFP）の関係が明ら
かでないことが、企業が CSR の取り組みを進める上で障害となっていた。ただし、海外では、企業
の CSR 情報を用いて、CSP と CFP との関連を調査する研究が 100 以上みられる。これらの研究結果
はさまざまで、CSP と CFP に正の相関がみられるとする研究、CSP は市場ベースの CFP よりも会計
数値によるCFPとより関連があるとする研究、CSPは過去および将来のCFPと関連があるとする研究、
CSP と R&D 投資に正の相関がみられるとする研究、CSR に取り組む企業の CFP は（そうでない企
